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P, up to 0.035% S, up to 0.08% Al, and up to 0.01%N and optionally further contains 0.0010-0.0050% B and 0.05-0.30% Cr, with
the remainder being Fe and unavoidable impurities. The structure has an average ferrite grain diameter of 20 µm or larger, the
proportion of ferrite grains having a grain diameter of 10 µm or larger being 80% by volume or higher, and has an average carbide
grain diameter of 0.10-2.0 µm, excluding 2.0 µm. After rough rolling, the web is subjected to finish rolling at a finishing temperature
of (Ar3-20°C) or higher so as to result in a draft in the final pass of 10% or higher. Within 2 seconds after the finish rolling, primary
cooli・ng i・s conducted, i・n whi・ch the web i・s cooled to a cooli・ng termi・nati・on temperature of 600°C or lower at a cooli・ng rate exceedi・ng
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(57) 要約 : 本発明は、極軟質高炭素熱延鋼板を提供する。C : 0.2～0.7% Si : 0.01～1.0% Mn : 0.1～1.0% P :
0.03%以下、S : 0.035% 以下、Al : 0.08%以下、N : 0.01%以下を含有 し、あるいは更にB : 0.0010～0.0050% Cr :
0.05～0.30% を含有 し、残部がFeおよび不可避的不純物からなる。組織は、フェライ ト平均粒径が20 m以上、粒径
l O 以上のフェライ ト粒の体積率が80%以上、炭化物平均粒径が0.10 m以±2.0 m未満である。そして、粗圧延
後、最終パスの圧下率を 以上、仕上げ温度を(Ar3-20°C)以上で仕上げ圧延を行い、仕上げ圧延後 2秒以内に120°C/
秒超えの冷却速度で600

。
C
10
以
%
下の冷却停止温度まで 1次冷却を行い、2次冷却によ り600

。
C以下の温度に保持 した後、

580
。
C以下の温度で巻取 り、酸洗後、680

。
C以 Ac 変態点以下の温度で球状化焼鈍 して製造 される。



極軟質高炭素熱延鋼板およびその製造方法

技術分野

本発 明は、 極軟質高炭素熱延鋼板およびその製造方法に関する。

背景技術

工具 ある いは 自動車部品 ( ギ ア、 トラ ンス ミ ッシ ョ ン ) 等 に使用 される

高炭素鋼板 は、打抜 き 、 成形後 、焼入れ焼戻 し等 の熱処理 が施 される。 近

年、工具や部 品メ ーカ、即ち高炭 素鋼板 のュ一ザでは、低 コ ス ト化 のため、

以前の鋳造材 の切削加工や熱間鍛造によ る部 品加工か ら、鋼板 のプ レス 成

形 (冷間鍛造 を含 む ) によ る加工工程 の簡 略化 が 検討 されている。 それに と

も ない、 素材 の高炭 素鋼板 には、 高い焼入れ性 と と も に複雑 な形状 を少 な

い工程 で加工てき る こ と 、 特 に軟質である こ とが 強 く 要望 されている。 ま

た、 プ レス機およ び金型の負 荷低減の観 点 か ら も、軟質である こ とが強 く

求 め られている。

以上の よ ぅな現状 を踏 ま えて、 高炭 素鋼板 の軟質化 について、 い く つか

の技術 が検討 されている。 例 えば、特許文献 1 には、熱間圧延後 、所定 の

加熱速度でフェラ イ トー オー ス テナイ トの二相域 に加熱 し、所定の冷却速

度 で焼鈍処理する 高炭素鋼帯の製造方法が提案 されている。この技術では、

高炭 素鋼帯 を c，点以上のフェラ イ トー オース テナイ トの二相域 で焼鈍 し、

フェラ イ トマ ト リ ク ス 中に粗大な球状化セ メ ンタイ トを均一に分布 させた

組織 と している。詳細には、 ０ 2～０ 8 ０ ０3～０ 3０ n ０ 2０～ 5０

o ０ ０ ～０ ０ N ０ ００2０～０ ０1００ で、 かつ o N 5～０である

高炭素鋼を、熱間圧延、酸洗、脱 ス ケール したのち、 9 5 容量 以上の水 素

と残部窒素 か らな る雰 囲気炉で、 6 8
。

０C 以上の温度範囲 。で加熱速度 T ( C

H )
5００X ０ ０ ( ) a s UN ～2０００X (０ 一 N ( ) s N ) 、 均 熱 温 度



T ( C ) c ，点～2 2 ) 4 ( ) 9 1 2 で、均熱時間 1 ～2 ０時間で焼鈍

し、冷却速度 ００C H 以下の冷却速度 で室温まで冷却する とい ぅ ものであ

る。

例 えば、特許文献 2 には、 ０ ～０ 8 質量 、 ０ ０1 質量 以下を含有す
。

る熱延鋼板 に対 して、 C ～ c ，未満の温度範囲で ０ 5 時間以上保持

する 1 段 目の加熱を行った後 、 c ，～ c 1 ００
。
C の温度範囲で ０ 5～2 ０時間

保持する 2 段 目の加熱および 5０。C ～ ，の温度範囲で 2 ～2 ０時間保持

する 3 段 目の加熱を連続 して行い、 かつ、 2 段 目の保持温度から 3 段 目の

保持温度への冷却速度 を 5 ～3 ０ーC h とする製造方法 が提案 されてお り 、 こ

の よ ぅに 3 段階焼鈍 を施すこ とでフェライ トの平均粒径 が 2 ０ 以上であ

る高炭 素鋼板 を得 よ ぅ とする ものである。

また、特許文献 3 や特許文献 4 には、鋼中の炭 素 を黒鉛化する こ とによ

り軟質 ・高延性化 を図る方法 が提案 されている。

さ らに、特許文献 5 には、 を ０ 2～０ 7 質量 含有する鋼に熱 間圧延 を

行い、体積率 を超 えるべイナイ トを有する組織に制御 した後 、焼鈍 を

行い、 フェラ イ ト粒 を均一に粗大化 させて極軟質化 を図る方法 が提案 され

ている。 この技術 は、 ( ，変態点 2０C ) 以上の温度 で仕上げ圧延 を行っ
た後 、 1 2 ０C 秒超 えの冷却速度で、かつ、5 5

。
０C 以 下の冷却終了温度 まで冷

。 。却を行い、 次いで、 5 ００C 以下の温度 で巻取 り 、酸洗後 、 6 4 ０C 以上 c ，変
態点以 下の温度で焼鈍する こ と を特徴 とする ものである。

特許文献 特開平 9 157 7 5 8 号公報

特許文献 2 特開平 1 1 8０884 号公報

特許文献 3 特開昭 6 4 259 4 6 号公報

特許文献 4 特開平 8 246０5 号公報

特許文献 5 特開平 2 ００3 73 7 4 2 号公報

発 明の開示

しかしなが ら、 上記技術 には、次 の よ ぅな問題 が ある。



特許文献 1 に記載の技術は、 高炭 素鋼帯 を c，点以上のフェライ トー オー

ス テナイ トの二相域で焼鈍 し、 粗大な球状化セ メ ンタイ ト と している が 、

この よ ぅな粗大セ メ ンタイ トは、 溶解速度が遅 いため焼入れ性 を劣化 させ

る こ と ほ明 らかである。 また、焼鈍後 の硬度 について も、 3 5 材 で v 1 3 2

～14 1 (H B 72～ 5 ) であ り 、 必ず しも軟質 とは言えない。

特許文献 2 に記載の技術では、焼鈍 工程 が 複雑であるため、実機操業 を

想定 した場合 、生産性が劣位 と な り 、 コ ス トが増大する。

特許文献 3 や特許文献 4 に記載の技術では、 鋼中の炭 素 は黒鉛化 してお

り 、黒鉛 の溶解速度 が遅 いため焼入れ性 に劣 る とい ぅ問題 が ある。

さ らに、特許文献 5 に記載の技術では、体積率 ０ を超 え るべイナイ ト

を有する熱延鋼板 を球状化焼鈍する こ と によ り フェライ ト粒径 を粗大化 し

極軟質化 しているが 、熱間圧延 を ( ，変態点 ０C 以上の仕上げ温度 で行

った後 、冷却速度 12０C 秒超 えで急速冷却 しているため、冷却後 に変態発

熱 を生 じて温度 が 上昇 し、熱延鋼板組織 の安定性 が劣 る とい ぅ問題 が ある。

ま た、球状化焼鈍 後 の硬度 について もサ ンプルの板面を ロ ック ウ ェル B ス

ケール硬度 (H B) で評価 しているだけであ り 、球状化焼鈍後 に粗大な フェラ

イ ト粒 が 板厚方向で均一に形成 されず、材質のば らつき を生 じやすいため、

安定 した軟質化 が得 られない。

本発 明は、 かかる事情 に鑑みな された も ので、 フェライ トー オー ス テナ

イ ト領域での高温焼鈍 を必要 とせず、また多段 階焼鈍 を用いる こ と な く 製

造でき 、 さ らに、 プ レス成形や冷間鍛造 によ る割れが発生 しに く い、極軟

質高炭 素熱延鋼板 を提供する こ と を 目的 とする。

本発 明者 らは、焼入れ性を確保 しつつ、高炭 素鋼板 の硬度 におよ ぼす組

成や ミ ク ロ組織および製造条件 の影響について鋭意研究 を進 めた。その結

果、鋼板 の硬度 に大 きな影響をおよぼす因子は、組成や炭化物の形状およ

び量のみな らず、 炭化物平均粒径およびフェラ イ ト平均粒径 、 フェライ ト

粗大化率 (所定値以上の粒径 である フェライ ト粒の体積率 ) が大 き な影響

を及 ぼ している こ と を見出した。 そ して、炭化物平均粒径 、 フェライ ト平



均粒径およびフェラ イ ト粗大化率をそ孔ぞれ適正な範囲に制御する こ と に

よ り 、 焼入れ性 を確保 しつつ、 高炭 素鋼板 の硬度 が 大幅に低下する こ と が

わかった。

さ らに、 本発 明では、 上記知見 に基づき 、 上記組織 を制御する ための製造

方法 を検討 し、極軟質高炭 素熱延鋼板 の製造方法 を確立 した。

本発 明は、 以上の知見に基づき な された も ので、 その要 旨は以下の とお

り である。

質量 で ０ 2～０ 7 ０ ０ ～ 0 、 n ０ ～ ０ P ０ ０

以下、 ０ ０3 5 以下、 ０ ０8 以下、N ０ ０ 以下を含有 し、残部 が Fe

および不可避的不純物か らな り 、 フェラ イ ト平均粒径 が 2０仕 血 以上、粒径

以上のフェラ イ ト粒の体積率が 8０ 以上、炭化物平均粒径 が ０ 1 u 血

以上 2 ０ 未満である組織 を有する こ と を特徴 とする極軟質高炭 素熱延

鋼板。

2 質量０で ０ 2～０ ０ ０～ ０ n ０ ～ ０ P ０ ０3

以 下、 ０ ０3 5 以 下、 ０ ０8 以下、N ０ ０ 以 下を含 有 し、残部 が Fe

およ び不可避的不純物か らな り 、 フェラ イ ト平均粒径 が 3 5 は m 超 え、 粒径

2０ 皿 以上のフェラ イ ト粒 の体積率が 8０ 以上、炭化物平均粒径 が ０ 1０仕

以上 2 0 4 未満である組織 を有する こ と を特徴 とする極軟質高炭 素熱延

鋼板。

3 前記 または 2 において、 さ らに、質量 で、 B ０ ００ ０～
０ ００5０ ０ ００5～０ 3０ の一種 または二種 を含有する こ と を特徴 とする

極軟質高炭 素熱延鋼板。

4 前記 または 2 において、 さ らに、質量 で、 B ０ ００1０～
０ ００5０ ０ ０5～０ 3０ を含有する こ とを特徴 とする極軟質高炭 素熱延

5 前記 4 のいずれかにおいて、さ らに、質量 で、 o ０ ００5

～０ 5 ０ ００5～０ ０5 Nb ０ ００5～０ の一種 ま たは二種以上を含有す

る こ と を特徴 とする極軟質高炭 素熱延鋼板。



6 前記 、 3 、 4 、 5 のぃずれかに記載の組成 を有する銅

を、 粗圧延 した後 、 最 終 パ ス の圧 下率 を ０以 上、 かっ仕上 げ温度 を

( 2０)
。C 以上 とする仕上げ圧延 を行い、 次いで、仕上げ圧延後 2 秒以内

に 12０C 秒超 えの冷却速度 で 6００
。C以下の冷却停止温度 まで 1 次冷却 し、

。 。次いで、 2 次冷却によ り 6００C以下の温度 に保持 した後 、 5 8０C 以下の温度

で巻取 り 、酸洗後 、箱型焼鈍法によ り 、 6 ０。C 以上 c，変態点以下の温度で

球状化焼鈍する こ と を特徴 とする極軟質高炭 素熱延鋼板 の製造方法。

7 前記 、 3 4 5 のいずれかに記載の組成 を有する鋼

を、 粗圧延 した後 、 最終 パ ス の圧 下率 を ０ 以上 、 かつ仕上 げ温度 を

(
。2０) C以上 とする仕上げ圧延 を行い、次いて、 仕上げ圧延後 2 秒以内

。に 12０C 秒超 えの冷却速度 で 5 5０C以下の冷却停止温度 まで 1 次冷却 し、

次いで、 2 次冷却によ り 。 。
5 5０C以下の温度 に保持 した後 、 C 以下の温度

で巻取 り 、酸洗後 、箱型焼鈍法によ り 、 6 8
。

０C 以上 c，変態点以下の温度 で

球状化焼鈍する こ と を特徴 とする極軟質高炭 素熱延鋼板 の製造方法。

8 前記 2 ～ 5 のいずれかに記載の組成 を有する鋼を、粗圧延

した後 、 最終 2 パ ス の圧下率をそれぞれ 1０ 以上、 かつ (A 2０) C 以上

(A 15
。

０) C 以下の温度域 で仕上げ圧延 を行い、 次いで、仕上げ圧延後 2

。秒以 内に 12０C 秒超 えの冷却速度 で 6００C以 下の冷却停止温度 まで 1 次冷

却 し、次いで、 2 次冷却によ り 6００
。C 以下の温度 に保持 した後 、 5 8０

。C 以下

の温度 で巻取 り 、酸洗後 、箱型焼鈍法によ り 。
、 68０C 以 ，変態点以下の

温度 で、かっ均熱時間を 2０時間以上の条件 で球状化焼鈍 を行 ぅ こ と を特徴

とする極軟質高炭素熱延鋼板 の製造方法。

9 前記 2 ～ 5 のいずれかに記載の組成 を有する鋼を、粗圧延

した後 、最終 2 パ ス の圧下率をそれぞれ 1０ 以上、 かつ ( 2０) 。C 以上

( ０) C以下の温度域で仕上げ圧延 を行い、次いで、仕上げ圧延 後 2

秒以内に 12０C 秒超 えの冷却速度 で 5 5 。０C以下の冷却停止温度 まで 1 次冷

却 し、 次いで、 2 次冷却によ り 5 5 。
０C 以 下の温度 に保持 した後 、

。C 以下

の温度 で巻取 り 、酸洗後 、箱型焼鈍法によ り 、 6 8０C以上 c，変態点 以下の



温度 で、かつ均熱時間を 2０時間以上の条件 で球状化焼鈍 を行 ぅ こ と を特徴

とする極軟質高炭 素熱延鋼板 の製造方法。

なお、本明細書において、鋼の成分を示す ほ、すべて質量 である。

本発 明によれば、焼入れ性 を確保 しつつ、極 めて軟質な高炭 素熱延鋼板

が得 られる。

そ して、本発 明の極軟質高炭 素熱延鋼板 は、熱延後 の球状化焼鈍条件 のみ

な らず、焼鈍前の熱延鋼板組織 、すなわち熱延条件 を制御する こ と によ り

製造可能であ り 、 フェライ トー オース テナイ ト領域での高温焼鈍 を必要 と

せず、 また多段階焼鈍 を用いる こ と な く 製造でき る。 その結果 、加工性 に

優れた極軟質高炭 素熱延鋼板 を用いる こ と で加工工程 が簡 略化 され、低 コ

ス ト化 が 可能 と な る。

発 明を実施するための最良 の形態

本発 明の極軟質高炭 素熱延鋼板 は、 下記に示す成分組成 に制御 し、 フェ

ライ ト平均粒径 が 2０仕 血 以上、粒径 1０仕 以上のフ ヱ ラ イ ト粒 の体積率 (以

下、 「フヱ ライ ト粗大化率 (粒径 1０仕 以上 ) 」 と称す が 8０ 以上、炭化物

平均粒径 が 0・1０ y 以ｱ 2 ０は 血 未満である組織 を有する こ と を特徴 とする

好 ま しく は、 フェライ ト平均粒径 が 3 5 が 超 え、粒径 2０は 風 以上のフェラ

イ ト粒 の体積率 (以下、 「フェラ イ ト粗大化率 (粒径 以上 ) 」 と称す

が 8０ 以上、炭化物平均粒径 が 0・ 以ｱ 仕 未満である。 これ らは

本発 明において最 も重要な要件である。この よ ぅに成分組成 と金属組織 ( フ

ェライ ト平均粒径 、フェライ ト粗大化率 ) 、炭化物の形状 (炭化物平均粒径 )

を規定 し、 全てを満足 する こ とによ り 、 焼入れ性を確保 しつつ、極 めて軟

質な高炭 素熱延鋼板 を得 る こ とが でき る。

そ して、上記極軟質高炭 素熱延鋼板 は、後述する組成を有する鋼を、粗

圧延 した後 、最終パ ス の圧下率を ０ ０以上、かつ仕上げ温度 を ( ０ーC )

以上 とする仕上げ圧延 を行い、次いで、仕上げ圧延後 2 秒以 内に 12０C 秒

超 えの冷却速度 で 6００ 以下の冷却停止侶度 ま で 1 次冷却を行い、次いで、



。
9 次冷却によ り 6００。C以下の温度 に保持 した後 、5 8０C 以下の温度 で巻 取 り 、

酸洗後 、箱型焼鈍法 によ り 、6 8 。
０C 以上 c，変態点以下の温度 で球状化焼鈍

する こ と によ り製造 される。

さ らに、上記の好適 な組織 を有する極軟質高炭 素熱延鋼板 の場合 は、後

述する組成 を有する鋼を、粗圧延 した後 、最終 2 パ ス の圧下率をそれぞれ

1０ 以ｱ 好 ま しく は 以上 ) 、 かつ、 ( 2０C ) 以上 ( 15０ーC ) 以 下

の温度域 で仕上げ圧延 を行い、次いで、仕上げ圧延後 2 秒以 内に 12０C 秒

超 えの冷却速度 で 6００C以下の冷却停止温度 まで 次冷却を行い、次いで、

。
2 次冷却によ り 6００C 以下の温度 に保持 した後 、5 8０

。C以下の温度 で巻取 り 、

酸洗後 、箱型焼鈍法によ り 。
、 6 8０C 以 c，変態点以 下の温度 で、 かつ 2０

時間以上の均熱時間で球状化焼鈍 を行 ぅ こ と によ り製造 される。

このよ ぅに、熱間仕上げ圧延 、 次冷却、2 次冷却、巻取 りおよび焼鈍 まで

の製造条件 を トー タルで制御する こ と によ り 、本発 明の 目的が達成 される。

以 下、 本発 明を詳細 に説明する。

まず、本発 明における鋼の化学成分の限定理 由は以 下の通 り である。

( ) ０ 2～０ 7

は、炭 素鋼において最 も基本 にな る合金元素である。 その含有量 によ っ
て、 焼入れ硬 さお よび焼鈍状態 での炭化物量が大 き く 変動する。 含有量

が ０ 2 未満の鋼でほ、熱延後 の組織 において初析 フエ ラ イ トの生成が顕著

と な り 、焼鈍後 に安定 した粗大 フエ ラ イ ト粒組織 が得 られず、 安定 した軟

質化 が得 られない。 また、 自動車用部 品等 に適用する上で十分な焼入れ硬

さ が得 られない。 一方、 含有量が ０ 7 を超 え る と熱間圧延後 の靭性 が 低

下 して鋼帯の製造性 、 ハ ン ドリ ングが悪 く な る と と も に、加工度 の高い部

品口への適用が 困難 と な る。 したが って、適度 な焼入れ硬 さ と加工性 を兼ね

備 えた鋼板 を提供する観 点 か ら、 含有量は ０ 2 以上 ０ 7 以下、好 ま し

く は ０ 2 ０以ｱ ０ 5 以下 とする。

(2) ０ ０～ ０

は、焼入れ性 を向上 させる元素である。 含有量が ０ ０ 未満では焼入



れ時の硬 さ が 不足する。一方、 含有量が ０ を超 え る と 固溶強化 によ り 、

フ エ ラ イ トが硬化 し、加工性 が劣化する。 さ らに炭化物 を黒鉛化 し、焼入

れ性 を阻害する傾 向が ある。 したが って、 適度 な焼入れ硬 さ と加工性 を兼

ね備 えた鋼板 を提供する観 点 から、 含有量は ０ ０ 以ｱ ０ 以下、 好

ま しく ０ ０ 以上 ０ 8 以下 とする。

(3) ０ ～ ０

n は、 と 同様 に焼入れ性 を向上 させる元素である。 また、 を n と し

て固定 し、 ス ラ ブの熱間割れを防止する重要 な元素 である。 n 含有量が

０ 未満では、 これ らの効果 が十分 に得 られず、また焼入れ性 は大幅に低

下する。一方 、 n 含有量が ０ を超 える と 固溶強化 によ り 、フエ ラ イ トが

硬化 し、加工性の劣化 を招 く 。 したが って、適度 な焼入れ硬 さ と加工性 を

兼ね備 えた鋼板 を提供する観 点か ら、 n 含有量は ０ ０以ｱ ０ 以下、好

ま しく は ０ 以上 ０ 8 以 下 とする。

(4) P ０ ０3 以 下

P は粒界 に偏析 し、延性や靭性 を劣化 させるため、P 含有量は、０ ０3 以下、

好 ま しく は ０ ０2 以下 とする。

(5)
・

０ ０3 5 以下

は、 n と n を形成 し、加工性および焼入れ後 の靭性 を劣化 させるため、

低減 しなければな らない元素であ り 、少 ない方が 好 ま しい。 しかし、 含

有量が ０ ０3 5 までは許容でき るため、 含有量は ０ ０3 5 以下、好 ま しく は

０ ０3０ 以下 とする。

(6) ０ ０8 以下

は過剰に添加する と N が多量に析出 し、焼入れ性 を低下 させるため、

含有量は、０ ０8 以下、好 ま しく は ０ ０6 以下 とする。

( 7) N ０ ０ 以 下

N は過剰に含有 している場合 は延性の低下をもた らすため、N 含有量は、

０ ０ 以 下 とする。

以上の添加元素 で本発明鋼は 目的 とする特性 が 得 られる が 、上記の添加



元素 に加 えて、 、 の一種 または二種 を添加 して も よい。 これ らの元素

を添加する場合の好 ま しい範囲は以 下の通 り であ り 、 B、 の どちらか一

方の添加で も よいが 、 B、 の両方 を添加する こ と が よ り好 ま しい。

(8 ) B ０ ００1０～０ ００5０

B は、 熱間圧延後 の冷却中の初析 フエ ラ イ トの生成 を抑制 し、焼鈍後 に均

一な粗大フエ ライ ト粒 を生成する重要な元素である。 しかし、 B 含有量が

０ ００1０ 未満では、十分な効果 が得 られない場合 が ある。 一方、０ ００5０ を

越 える と 、 効果 が飽和する と と もに、 熱間圧延 の負 荷 が 高 く な り操業性 が

低 下する場合 が ある。 従 って、 添加する場合 、 B 含 有量 ０ ００1０ 以上

０ ００5０ 以下が好 ま しい。

(g) 丁 ０ ００5～０ 3０

は、熱間圧延後 の冷却中の初析 フエ ラ イ トの生成 を抑制 し、焼鈍後 に均

一な粗大フエ ライ ト粒 を生成する重要な元素である。 しかし、 含有量が

０ ００5 未満では、十分な効果 が得 られない場合 が ある。一方 、０ 3０ を越 え

る と初析 フニ ライ ト生成の抑制効果 が 飽和する と と も に、コ ス ト増 と な る。

従 って、添加する場合 含有量は ０ ００ 以上 ０ 3０ 以下 とする。 好 ま し

く ０ ０5 以上 ０ 3０ 以下 とする。

なお、 よ り一層 、初析 フエ ラ イ ト生成の抑制効果 を得 る ためには、 B と

を同時に添加する こ と が好 ま しく 、その場合 、B は０ ００1０ 以ｱ ０ ００5０

以下、 ０ ０5 以 ０ 3０ 以 下 とする こ とが よ り好 ま しい。

また、 さ らに、熱延冷却時の初析 フエ ライ ト生成 を抑制 し、焼入れ性を

向上 させるため、 o T 、Nb を必、要に応 じて 種または 2 種以上で添加 し

て も よい。その場合、それぞれの添加量が o が 0・００5 未満、T が ０ ００5

未満、 Nb が ０ ００5 未満では添加の効果 が十分に得 られない。 一方 、 o が

０ 5 超 え、 T が ０ ０5 超 え、 Nb が ０ 超 えでは、効果 が飽和 し、 コ ス ト

増 と な り 、さ らに固溶強化 、析出強化等 によ り強度上昇 が大き く な るため、

加工性 が劣化する。 したが って、 o T 、Nb の 種 または 2 種以上を添加

する場合 は、 o は ０ ００5 以上 ０ 5 以下、 は ０ ００5 以上 ０ ０5 以 下、 Nb



は ０ ００5 以ｱ ０ 以下 とする。

なお、上記以外 の残部 は Fe 及 び不可避的不純物か らな る。不可避的不純

物 と して、例 えば、0 は非金属介在物 を形成 し品質に悪影響を及 ぼすため、

０ ００3 以下に低減する のが望ま しい。また、本発 明では、本発 明の作用効

果 を害 さ ない微量元素 と して、 u、№、 、 、 n b を ・1 以下の範

囲で含有 して も よい。

次 に、本発 明の極軟質高炭 素熱延鋼板 の組織 について説明する。

(1) フェライ ト平均粒径 2０仕 血 以上

フェライ ト平均粒径 は硬度 を支配する重要な因子であ り、 フェライ ト粒 を

粗大化する こ と によ り 、軟質化 が可能 と な る。 すなわち、 フェライ ト平均

粒径 を 2０仕 血 以上 とする こ とによ り 、極軟質 と な り優れた加工性 が得 られ

る。 また、 フェライ ト平均粒径 を 3 5 仕 超 え とする こ と によ り 、 さ らに極

軟質 と な り よ り優れた加工性 が 得 られる。 したが って、 フェライ ト平均粒

径 は 2０仕 皿 以上 と し、好 ま しく は 3 5 超 え、 さ らに好 ま しく 5０仕 血 以

上 とする。

(2) フェライ ト粗大化率 (粒径 1０は 血 以上 も しく は粒径 2０は 以上のフェ
ライ ト粒 の体積率 ) 8０ 以上

フェラ イ ト粒が粗大である ほ ど軟質化する が 、軟質化 を安定 させるために

は粒径 が所定値以上の粗大な フェライ ト粒の占める割合 が 高いこ とが望ま

れる。 そのため、粒径 1０仕 以上 も しく は粒径 2０は 血 以上のフェライ ト粒

の体積率をフェライ ト粗大化率 と定義 し、本発明においては、 このフェラ

イ ト粗大化率を 8０ 以上 とする。

フェライ ト粗大化率が 8０ 未満では、混粒組織 と な るため、安定 した軟質

化 が 図れない。 したが って、安定 した軟質化 を達成するためにフェライ ト

粗大化率は 8０ 以上 と し、好 ま しく は 以上 とする。また、軟質化の観点、

から、 フェライ ト粒は粗大である こ とが好 ま しく 、粒径 ０ 以上、好 ま

しく は粒径 2 X 以上のフェライ ト粗大化率を 8０ 以上 とする。

なお、 フェライ ト粗大化率は、 鋼板 断面の金属組織観察 (約 2００倍 10 視

０



野以上 ) において、粒径 が所定値以上の粗大な フヱ ライ ト粒 と 、粒径 が所定

値未満のフェラ イ ト粒 と の面積比 を求 め、 これを体積率 とみなすこ と によ

り求める こ と が でき る。

また、粗大な フェラ イ ト粒およびフェラ イ ト粗大化率 8 ０ 以上の鋼板 は、

後 述する よ ぅに、仕上げ圧延時の圧下率 と温度 を制御する こ とて得 られる。

具体 的には、フェライ ト平均粒径 が 2 ０ 以上でフェラ イ ト粗大化率 粒径

０a 血 以上 ) が 8 ０ 以上の鋼板 は、 1 ０ 以上の最終パ ス圧下率で、かつ、 ( A

2０)
。
C 以上の温度 で仕上げ圧延 を行 ぅ こ とで得 られる。最終パ ス の圧下率

を ０ 以上 とする こ とで、粒成長駆動力が増大 し、 フェラ イ ト粒 が均一に

粗大化する。 また、 フェラ イ ト平均粒径 3 5 超 えでフェラ イ ト粗大化率

(粒径 2 ０仕 以上 ) が 8 ０ 以上の鋼板 は、最終 2 パ ス の圧下率をそれぞれ 1 ０

以上 ( 好 ま しく は 1 3 以ｱ 4０ 未満 ) で、かつ、( A 2０)
。
C 以上 ( 3 15０)

。
C

以 好 ま しく は ( 2０)
。
C 以 上 ( 1 ００) C 以 下 ) の温度域 で仕上げ圧

延 を行 ぅ こ と で得 られる。 最終 2 パ ス の圧下率をそれぞれ 1 ０ 以ｱ 好 ま

しく は 以ｱ 4０ 未満 ) とする こ と で、 旧オー ス テナイ ト粒内にせん断

帯が 多数導入 され、変態 の核生成サイ トが 増大する。 このため、 ベイナイ

ト組織 を構成する ラ ス 状のフェライ ト粒 が微細 と な り 、非常に高い粒界エ

ネルギー を駆動力 と して、 フェライ ト粒 が均一に粗大化する。

( 3 ) 炭化物平均粒径 ０ ０は 以上 2 ０は 旧 未満

炭化物平均粒径 は、加工性一般や打抜 き加工性および加工後 の熱処理段階

における焼入れ強度 に大 き く 影響するため、重要な要素である。 炭化物 が

微細 にな る と加工後 の熱処理段階で炭化物が溶解 しやすく 、 安定 した焼入

れ硬 さ が確保 でき る が 、炭化物平均粒径 が ０ 1 ０仕 未満では、硬 さ の上昇

に伴い加工性が 劣化する。 一方 、炭化物平均粒径 の増加に と も ない加工性

は向上するが 、2 ０仕 m 以上にな る と加工後 の熱処理段階で炭化物が溶解 し

に く く な り 、焼入れ強度 が低下する。以上 よ り 、炭化物平均粒径 ０ ０は

以 2 ０ 未満 とする。 なお、炭化物平均粒径 は、後 述 の よ ぅに製造条

件 、 特 に熱間圧延 後 の 1 次冷却停止温度 、 2 次冷却保持温度 、巻 取温度 、



そ して焼鈍条件 によ り 、 制御する こ と が でき る。

次 に、本発 明の極軟質高炭 素熱延鋼板 の製造方法について説明する。

本発 明の高炭素熱延鋼板 は、 上記化学成分範囲に調整 された鋼を、粗圧延

し、 所望の圧下率お よび温度 で仕上げ圧延 し、 次いで、所望の冷却条件 で

冷却 して巻取 り 、酸洗後 、箱型焼鈍法 によ り所望の球状化焼鈍 を行 ぅ こ と

によ ゲ得 られる。 これらについて以下に詳細 に説明する。

(1) 仕上げ圧延 における圧下率および温度 (圧延温度 )

最終パ ス圧下率 を ０ 以上 とする こ とで、 旧オー ス テナイ ト粒内にせん断

帯が多数導入 され、変態 の核生成サイ トが増大する。 このため、ベイナイ

トを構成する ラ ス 状 フェラ イ ト粒 が微細 と な り 、球状化焼鈍 時に高い粒界

エネルギーを駆動力 と して、 フェライ ト平均粒径 が 2０仕 以上でかつフェ

ライ ト粗大化率 (粒径 1０仕 血 以上 ) が 8０ 以上の均一粗大フェラ イ ト粒組織

が得 られる こ と にな る。 一方、最終パ ス 圧下率が ０ 未満では、 ラ ス 状 フ

ェライ ト粒 が粗大 とな る ため、粒成長駆動力が不足 し、焼鈍後 にフヱ ライ

ト平均粒径 が 2０ 以上でかつフェラ イ ト粗大化率 (粒径 1０は 以 ) が

8０ 以上のフェライ ト粒組織 が得 られず、安定 した軟質化 が 図れない。以上

の理 由か ら、 最終パ ス 圧下率は ０ 以上 と し、 均一粗大化の観点 か ら、好

ま しく は 以上、さ らに好 ま しく は 以上 とする。一方 、最終パ ス の圧

下率が 4０ 以上では圧延負荷 が増大するため、最終パ ス圧下率の上限は 4０。

未満 とする こ と が 好 ま しい。

鋼を熱間圧延する際の仕上げ温度 (最終パ ス の圧延 温度 ) が ( ０) C

未満では、一部でフェライ ト変態 が進行 し、初析 フェライ ト粒が増加する

ため、 球状化焼鈍後 に混粒 フェライ ト組織 とな り 、 フェラ イ ト平均粒径 が

2０仕 以上でかつフェライ ト粗大化率 (粒径 1０14 以上 ) が 8０ 以上のフェラ

イ ト粒組織 が得 られず、 安定 した軟質化 が 図れない。 したが って、仕上げ

温度 は (A
。

０) C 以上 とする。 以上 よ り 、 上記最終パ ス の圧下率は ０

。以上、 仕上げ温度 は ( ０) C 以上 とする。

さ らに、上記最終パ ス の圧下率に加 え、最終前パ ス の圧下率 も ０ 以上

は



とする こ とで、 歪累積効果 によ り 、 旧オー ス テナイ ト粒 内にせん断帯が 多

数導入 され、変態 の核生成サイ トが 増大する。 その結果 、ベイナイ トを構

成する ラ ス 状 フェライ ト粒 が微細 と な り 、球状化焼鈍 時に高い粒界エネル

ギー を駆動力 と して、 フヱ ライ ト平均粒径 が 3 5 超 えでかつフェラ イ ト

粗大化率 (粒径 2０は 血 以上 ) が 8０ 以上の均一粗大フェラ イ ト粒組織 が得 ら

れる こ と にな る。 一方、最終パ ス と最終前パ ス (以下、最終パ ス と最終前

パ ス と をあわせて最終 2 パ ス と称す) の圧下率が それぞれ 1０ 未満では、

ラ ス 状 フェラ イ ト粒 が粗大 とな るため、 粒成長駆動力が 不足 し、焼鈍後 に

フェラ イ ト平均粒径 が 3 5 超 えでかつフェライ ト粗大化率 (粒径 2０は 血

以上 ) が 8０ 以上のフェライ ト粒組織 が得 られず、安定 した軟質化 が 図れな

い。 以上の理 由か ら、 最終 2 パ ス の圧下率はそれぞれ 1０ 以上 とする こ と

が好 ま しく 、 よ り均一に粗大化するためには最終 2 パ ス の圧下率をそれぞ

れ 以上、 さ らには 18 以上 とする こ と が よ り好 ま しい。 一方 、 最終 2

パ ス の圧下率かそれぞれ 4０ 以上では、圧延負 荷 が増大する ため、最終 2

パ ス の圧下率の上限はそれぞれ 4０ 未満 とする こ と が 好 ま しい。

ま た、 最終 2 パ ス の仕上げ温度 を (A
。

０) C以上 ( 15 。
０) C以 下の温

度域で行 ぅ こ とによ り 、歪累積効果 が最大 と な り 、球状化焼鈍 時にフヱ ラ

イ ト平均粒径 が 3 5 /4 血 超 えでかつフェライ ト粗大化率 (粒径 2０ ) が 8０

以上の均一粗大 フェライ ト粒組織 が得 られる。 仕上げ最終 2 パ ス 圧延温度

が (
。

０) C未満では、一部でフェラ イ ト変態 が進行 し、初析 フェライ ト

粒が増加する ため、球状化焼鈍 後 に混粒 フェライ ト組織 にな り 、 焼鈍後 に

フェライ ト平均粒径 が 3 5
/x 超 えでかつフェラ イ ト粗大化率 (粒径 )

が 8０ 以上のフェライ ト粒組織 が得 られず、 よ り一層 の安定 した軟質化 が

図れない。一方、仕上げ最終 2 パ ス 圧延温度 が ( 15０) 。C を超 え る と、歪

の回復 によ り歪累積効果 が 不足 し、焼鈍後 にフェライ ト平均粒径 が 3 5

超 えでかつフェライ ト粗大化率 (粒径 2０仕 ㎡が 8０ 以上のフェライ ト粒組

織 が得 られず、 よ り一層 の安定 した軟質化 が 図れない場合 が ある。 以上の
。理 由か ら、 仕上げ最終 2 パ ス 圧延 の温度域は ( ０) C以上 ( 5０) C



。 。以下 とする こ とが 好 ま しく 、 よ り好 ま しく は A 2０) C 以ｱ ００) C 以

下であ る。

以上 よ り 、 仕上げ圧延 において、最終 2 パ ス の圧下率は好 ま しく はそれぞ

れ 以上、 よ り好 ま しく は 3 以上、温度域 は好 ま しく は (
。

2 ０) C

以ｱ ( 1 5 ０) C 以下、 よ り好 ま しく は ( ０) C 以上 ( 1 ００)
。
C 以下で

ある。

なお、 A ，変態点 ( モ ) は次 の式 ( ) で算 出する こ とが でき る。

3=91０ 31 ０ 8０ n 5 8０ (1)

こ こで、式中の元素記号はそれぞれの元素 の含有量 ( 質量 ) を表す。

(2) 1 次冷却速度 仕上げ圧延 後 2 秒以 内に 1 2 ０ーC 秒超 えの冷却速度

熱間圧延後 の 1 次冷却方法 が徐冷である と、 オー ス テナイ トの過 冷度 が小

さ く 初析 フェライ トが 多 く 生成する。冷却速度 が 1 2 ０C 秒以下の場合 、初

析 フヱ ライ トの生成が 顕著 とな り 、焼鈍後 に炭化物が 不均一に分散 し、安

定 した粗大 フェラ イ ト粒組織 が得 られず、軟質化 が 図れない。したが って、

熱間圧延後 の 次冷却の冷却速度 は 1 2 ０C 秒超 とする。好 ま しく は 2 ００C

秒以上、 よ り好 ま しく 3 ０C 秒以 上である。 なお、冷却速度の上限は特

に制限 しないが 、 例 えぼ板 厚 3 ０ の場合 を想 定する と、現状の設備上

の能力からは 7 ００C 秒である。 また、仕上げ圧延 から冷却開始までの時間

が 2 秒超 えでは、 オース テナイ ト粒 が再結晶するため、歪累 積効果 が得 ら

れず、 焼鈍 時の粒成長駆動力が 不足 し、 焼鈍後 に安定 した粗大フェライ ト

粒組織 が得 られず、軟質化 が 図れない。 したが って、仕上げ圧延 か ら冷却

開始までの時間は 2 秒以内 とする。 なお、 オース テナイ ト粒の再結晶を抑

制 し、歪累積効果および焼鈍 時の高い粒成長駆動力を安定 して確保するた

めには、仕上げ圧延 か ら冷却開始までの時間 5 秒以 内が好 ま しく 、 ０

秒以内が さ らに好 ま しい。
。

( 3 ) 1 次冷却停止温度 6 ００C 以下

熱間圧延後 の 1 次冷却停止温度 oが 6 ００C超 えの場合、初析 フェラ イ トが多

く 生成する。 そのため、 焼鈍 後 に炭化物が 不均一に分散 し、安定 した粗大

4



フ ヱ ラ イ ト粒組織 が 得 られず、 軟質化 が 図れない。 したが って、 熱間圧延

後 にべイナイ ト組織 を安定 して得 る には、熱間圧延後 の 1 次冷却停止温度

を ００。C以下 と し、好ま しく は 。
5 8０C以下、 よ り好 ま しく は 5 5０

。C 以下 とす

る。 なお、下限温度 は特 に規定 しないが 、低温にな る ほ ど板形状が劣化す
。

る ため、 3００C 以上 とする こ とが好 ま しい。

(4) 2 次冷却保持温度 6００。C 以 下

高炭 素鋼板 の場合 、1 次冷却後 に、初析 フェラ イ ト変態 、パー ライ ト変態 、

ベイナイ ト変態 に伴い、鋼板温度 が上昇する こ とが あ り 、 1 次冷却停止温

度 が 6００oC 以 下であって も 、1 次冷却終 了から巻取 までに温度 が 上昇 した場

合 、初析 フェライ トが 生成する。 そのため、焼鈍 後 に炭化物が不均一に分

散 し、 安定 した粗大 フェライ ト粒組織 が得 られず、軟質化 が 図れない。 し

たが って、2 次冷却によ り 、1 次冷却終了から巻取 までの温度 を制御する こ

と は重要であ り 、2 次冷却によ り 、 1 次冷却終 了か ら巻取 まで 6００
。C以下の

温度 で保持する こ と と し、好 ま しく は 5
。

8０C 以下、よ り好 ま しく は 5 5０C以

下の温度 で保持する こ と とする。 なお、 この場合 の 2 次冷却はラ ミ ナー冷

却等 に よ り行 ぅ こ と が でき る。

。
5) 巻取温度 5 8０C以下

。冷却後 の巻取 が 5 8０C超 えの場合、ベイナイ トを構成する ラ ス 状フェライ

ト粒がやや粗大 と な り 、 焼鈍 時の粒成長駆動力が 不足 し、安定 した粗大フ

ェラ イ ト粒組織 が得 られず、 軟質化 が 図れない。 一方 、冷却後 の巻取 を

5 8 。０C 以下 とする こ と によ り 、ラ ス 状 フェライ ト粒が微細 と な り 、焼鈍時に

高い粒界エネルギー を駆動力 と して、安定 した粗大 フェラ イ ト粒組織 が得
。られる。 したが って、巻取温度 ほ 5 8０C以 下 と し、好 ま しく 。

55０C以 下、

よ り好 ま しく は 5 3
。

０C 以下 とする。 なお、巻取温度 の下限は特 に規定 しな

いが 、低温にな る ほ ど鋼板 の形状 が 劣化するため、2００C以上 とする こ と が

好 ま しい。

(6) 酸洗 実施

巻取後 の熱延鋼板 は、 球状化焼鈍 を行 う 前にス ケール除去のため、 酸洗 を

。



施す。酸洗は常法 に したが って行 えぼ よい。

。
げ ) 球状化焼鈍 6 8０C 以上 c，変態点 以下の温度で箱型焼鈍

熱延鋼板 を酸洗 した後 、 フヱ ラ イ ト粒 を十分に粗大化 させる と と も に炭化

物 を球状化するために焼鈍 を行 ぅ。 球状化焼鈍 は大 き く 分 けて、 ( c，直
上温度 に加熱後 徐 冷する方法、 (2 c，直下温度 で長時間保 持する方法、

(3) c 直上および直下の温度 で加熱 ・冷却を繰 り返す方法 が ある。 この ぅ

ち、本発 明では上記 (2) の方法によ り 、フェラ イ ト粒の粒成長 と炭化物の球

状化 を同時に指 向している。 このため、球状化焼鈍 は長時間を有する こ と

から箱型焼鈍 とする。 焼鈍温度 が 68
。

０C未満では、 フェラ イ ト粒 の粗大化

および炭化物の球状化 が いずれも不十分 とな り 、 十分に軟質化 しないため

に加工性 が劣化する。 一方、焼鈍温度 が c，変態点 を超 え る場合 、 一部 が

オース テナイ ト化 し、冷却中に再度パー ラ イ トを生成する ため、やは り加

工性 が劣化する。以上 よ り 、球状化焼鈍 の焼鈍温度 68０。C以上 c，変態点

以下 とする。 なお、 フェラ イ ト平均粒径 が 3 5 超 えでかつフェライ ト粗

大化率 (粒径 2０仕 m 以上 ) が 8０ 以上のフヱ ライ ト粒組織 を安定 して得 る に

は、焼鈍 時間は 2０時間以上 とする こ と が好 ま しく 、 4０時間以上 とする こ

と が さ らに好 ま しい。 なお、 c，変態点 (。 ) 次 の式 (2) で算 出する こ と が

でき る。

c =75 4 83 2 25 23 32 7 76 n 7 13 4 5 o (2 )

ここで、式中の元素記号はそれぞれの元素 の含有量 (質量 ) を表す。

以上に よ り 、本発 明の極軟質高炭 素熱延鋼板 が得 られる。 なお、 本発 明

の高炭素鋼の成分調整には、転炉 あるいは電気炉 の どちらで も使用可能で

ある。 このよ ぅに成分調整 された高炭 素鋼を、 造塊 一分塊圧延 または連続

鋳造 によ り鋼素材である鋼ス ラ ブ とする。 この鋼ス ラ ブについて熱間圧延

を行 ぅが 、 その際、 ス ラ フ加熱温度 は、 ス ケール発生 によ る表面状態 の劣

化 を避 けるため 13
。

００C 以下 とする こ とが好 ま しい。 また、連続鋳造 ス ラ ブ

をそのまま又は温度低下を抑制する 目的で保熱 しつつ圧延する直送圧延 を

行っても よい。 さ らに、 熱間圧延時に粗圧延 を省略 して仕上げ圧延 を行っ

㎎



て も よい。仕上げ温度確保 のため、 熱間圧延 甲にバ一 ヒ ー タ等 の加熱手段

に よ り圧延材 の加熱を行って も よい。 また、球状化促 進 あ るいは硬度低減

のため、 巻取後 にコイルを徐冷 カバー等の手段で保温 して も よい。

焼鈍後 、必要 に応 じて調質圧延 を行 ぅ。 この調質圧延 については焼入れ

性 には影響を及 ぼ さ ないこ とから、 その条件 に対 して特 に制限はない。

この よ ぅ に して得 られた高炭 素熱延鋼板 が 、焼入れ性 を保持 しつつ、極

軟質で優れた加工性 を有する理 由は次 の よ ぅに考 え られる。 加工性の指標

とな る硬度 は、 フェラ イ ト平均粒径 が大 き く影響 し、 フェラ イ ト粒径 が 均

一でかつ、粗大な場合、極軟質 と な り加工性 が 向上する。 また、焼入れ性

に関しては、炭化物平均粒径 が 大 き く影響する。炭化物が 粗大である場合 、

焼入れ前の溶体化処理時に未固溶炭化物が残存 しやす く 、 焼入れ硬 さ が低

下する。 以上の点 か ら、成分組成 と金属組織 ( フヱ ライ ト平均粒径 、 フェ
ライ ト粗大化率 ) 、炭化物の形状 (炭化物平均粒径 ) を規定 し、全てを満足

する こ と によ り、焼入れ性 を確保 しつつ、 極 めて軟質 な高炭 素熱延鋼板 を

得 る こ とが でき る。

実施例 ェ

表 に示す化学成分を有する鋼を連続鋳造 し、得 られたス ラ ブを 2 ０。C

に加熱 し、表 2 に示す条件 にて熱間圧延 、および焼鈍 を行い、板厚 3 ０m

の熱延鋼板 を製造 した。

次に、上記 によ り得 られた熱延鋼板 からサ ンプルを採取 し、 フェライ ト

平均粒径、 フヱ ラ イ ト粗大化率、炭化物平均粒径 を測定 し、性能評価 のた

め、 素材硬度 を測定 した。 それぞれの測定方法、および条件は以 下の通 り

である。

くフェライ ト平均粒径 ノ

サンプルの板厚断面での光学顕微鏡組織 か ら、 ０5 5 2 に記載の切断

法によ り測定 を行った。なお、平均粒径 は、フェライ ト粒が 3０００ 以上の

平均値 と した。

くフヱ ライ ト粗大化率 ノ



サ ンブルの板厚断面 を研磨 ・腐食後 、光学顕微鏡で ミ ク ロ組織観察 を行い、

フェラ イ ト粒径 が ０ も しく は 2０は ) 以上である粒 と 1０仕 ( も しく は

2０ ) 未満である粒 の面積比から求 めた。ただ し、フェライ ト粗大化率は、

約 2００倍で 1０視野以上の組織観察 を行い、 平均値 と して求 めた。

く炭化物平均粒径 ノ

サ ンプルの板厚断面を研磨 ・腐食後 、 走査型電子顕微鏡にて ミ ク ロ組織 を

撮影 し、炭化物粒径 の測定 を行った。なお、平均粒径は、炭化物総数 が 5００

個以上の平均値 と した。

く素材硬度 ノ

サ ンプルの切断面 をバ フ研磨仕上 げ後 、 表 層 およ び板厚 申央 部 にて荷重

5００g の条件 下で ヴィッカース硬 さ Hv) を 5 点測定 し、平均硬度 を求めた。

以上の測定 によ り得 られた結果 を表 3 に示す。

表 3 において、鋼板 No ～5 は製造条件 が 本発 明範囲であ り 、フェライ

ト平均粒径 が 2０ 以上、 フェライ ト粗大化率 (粒径 m 以上 ) が 8０ 以

上、炭化物平均粒径 が ０ ０は 以上 2 ０ 未満である組織 を有する本発 明

例である。 本発 明例では、 素材硬度 が 低 く 、表層 と板厚 中央部での素材硬

度差 も小 さ く 、 安定 して軟質化 した高炭 素熱延鋼板 が 得 られている こ とが

わかる。

一方、鋼板 No 6～2 3 は製造条件 が 本発 明範囲を外れた比較例であ り 、鋼

板 No 24 は鋼成分於本発 明範囲を外れた比較例である。 鋼板 No 6～24 は

フェライ ト平均粒径 が 2０仕 未満かつフェライ ト粗大化率 (粒径 1０仕 以

上 ) が 8０ 未満であ り 、本発 明の範囲外 となっている。その結果、鋼板 No 6

～9 2 23 では表層 と板厚 中央部での素材硬度差が 5 ボイ ン ト以上 と

な り 、材質のば らつきが 大 き く 、加工性が劣化 している。また、鋼板 NO 2０

2 2 24 はフェラ イ ト粗大化率 (粒径 1０几 以ｱ ) が 著 しく 低 く 、かつフェラ

イ ト平均粒径 が本発 明範囲外 であるため、 素材硬度 が 高 く 、加工性および

金型寿命 が低下する こ とが わかる。

実施例 2
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表 4 に示す化学成分を有する鋼の連続鋳造 し、得 られたス ラ ブを 12 5０
。C

に加熱 し、 表 5 に示す条件 にて熱間圧延 、および焼鈍 を行い、 板厚 3 ０

の熱延鋼板 を製造 した。

次 に、 上記によ り得 られた熱延鋼板 か らサ ンプルを採取 し、 フェラ イ ト

平均粒径 、 フェラ イ ト粗大化率、炭化物平均粒径 を測定 し、 性能評価 のた

め、素材硬 度 を測定 した。 それぞれの測定方法、および条件 は実施例 と

同様 である。

以上の測定 によ り得 られた結果 を表 6 に示す。

表 6 において、鋼板 No 25～3 4 の本発 明例では、 素材硬度 が低 く 、表層

と板厚 中央部での素材硬度差 も小 さ く 、 安定 して軟質化 した高炭 素熱延鋼

板 が得 られていることが わかる。 一方、鋼板 N 35 は鋼成分 が本発 明範囲

を外れた比較例である。 鋼板 N 35 では表層 と板厚 中央部 での素材硬度差

が大 き く 、材質のば らつき が大 き く 、加工性 が劣化 している。

実施例 3

表 1 に示す化学成分 を有する鋼を連続鋳造 し得 られたス ラ ブを 12 5０
。C に

加熱 し、 表 に示す条件 にて熱間圧延 、および焼鈍 を行い、 板厚 3 ０m の

熱延鋼板 を製造 した。 なお、 最終前パ ス の圧延温度 は、 いずれの場合 も最

終パ ス の圧延温 。度 2０～3０C である。

次 に、上記によ り得 られた熱延鋼板 からサ ンプルを採取 し、 フェライ ト

平均粒径 、 フェラ イ ト粗大化率、炭化物平均粒径 を測定 し、性能評価 のた

め、素材硬度 を測定 した。 それぞれの測定方法、および条件 は実施例 ェ と

同様である。

以上 よ り得 られた結果 を表 8 に示す。

表 8 において、鋼板 N 36～5０は製造条件 が本発明範囲であ り 、 フェラ

イ ト平均粒径 が 3 5 は 超 え、 フェライ ト粗大化率 (粒径 2０は 以上 ) が 8０

以上、炭化物平均粒径 が ０ ０ 以ｱ 仕 m 未満である組織 を有する本発

明例である。 本発 明例では、素材硬度 が よ り一層低 く 、表層 と板厚 中央部

での素材硬度差 も小 さ く 、 安定 して軟質化 した高炭 素熱延鋼板 が得 られて

9



いる こ とが わかる。

一方、鋼板 No 5 ～5 8 は製造条件 が本発 明範囲を外れた比較例、鋼板 No 59

は鋼成分が本発 明範囲か ら外れる比較例である。 鋼板 No 5 ～5 9 はフェラ

イ ト平均粒径 が 3 5 以 下およびフェラ イ ト粗大化率 (粒径 2０は 血 以上 ) が

8０ 未満 と 、本発 明の範囲外 と なっている。その結果 、鋼板 No 5 ～ 5

は表層 と板厚 中央部での素材硬度差 ( Hv が 2０ポイ ン ト以上 とな り 、

材質のぱ らつき が 大 き く 加工性 が 劣化する。 また、鋼板 No 55 57 59 は

フェラ イ ト粒 の粗大化率が 著 しく 低 く 、 フェライ ト平均粒径 が本発 明範囲

外であ る ため素材硬度 が高 く 、 加工性および金型寿命 が 低下する こ とが わ

かる。

実施例 4

表 4 の鋼 No ～ に示す化学成分 を有する鋼の連続鋳造 し、得 られたス

ラ ブを 12 5０C に加熱 し、表 9 に示す条件 にて熱間圧延 、および焼鈍 を行い、

板厚 ０ の熱延鋼板 を製造 した。 なお、最終前パ ス の圧延温度 は、 いず

れの場合 も最終パ ス の圧延温度 2０～3０。C である。

次 に、上記 に よ り得 られた熱延鋼板 か らサ ンプルを採取 し、 フェラ イ ト

平均粒径 、 フェラ イ ト粗大化率、炭化物平均粒径 を測定 し、性能評価 のた

め、素材硬度 を測定 した。 それぞれの測定方法、および条件 は実施例 ェ と

同様 である。

以上 よ り得 られた結果 を表 1０に示す。

表 1０において、鋼板 N 6０～ は製造条件 が本発 明範囲であ り 、フェラ

イ ト平均粒径 が は 超 え、フェライ ト粗大化率 粒径 2０ 以上 ) が 8０

以上、炭化物平均粒径 が 0・1０ 以上 2 ０仕 未満である組織 を有する本発

明例である。本発 明例では、素材硬度 が よ り一層低 く 、表層 と板厚 中央部

での素材硬度差 も小 さ く 、安定 して軟質化 した高炭 素熱延鋼板 が得 られて

い る こ と が わか る 。 ただ し、 鋼板 N 65 は仕 上 げ 温度 が 好 適 範囲の

( 1００) 。C を超 えているため、フェライ ト平均粒径 が他 の本発 明例 よ り も

小 さ く 、 表層 と板厚 中央部での素材硬度差がやゃ大 き く なった。

叩



一方 、 鋼板 N 74～8０ほ製造条件 が 本発 明範囲を外れた比較例であ り 、

鋼板 N 4～7 7 79 8０はフェライ ト平均粒径 が 3 5 仕 以 下てあ り 、また、

鋼板 N 74～8０のいずれも フェライ ト粗大化率 (粒径 2０仕 m 以上 ) が 8０ 未

満である。 そのため、 素材硬度 が 高い、 あるいは表層 と板厚 中央部 での素

材硬度差 ( v ) が 2０ポイ ン ト以上 とな り 、材質のぼ らつき が 大 き く加工，佳

が劣化 している。

産業上の利用可能，佳

本発 明の極軟質高炭 素熱延鋼板 を用いる こ とによ り 、 ギヤに代表 される

変速機部 品等の複雑 な形状の部品を低い荷重で容易に加工する こ と が でき

る ため、 工具 ある いは 自動車部 品を中心 に、多様 な用途での使 用が 可能 と

な る。























請求の範囲

質量 で、 ０ 2～０ 7 ００～ ０ 、№ ０ ～ ００3 以下、

００3 5 以下、 ００8 以下、N ００ 以下を含有 し、残部が Fe および不可避

的不純物からな り、

フェライ ト平均粒径が 2０ 以上、

粒径 ０仕 以上のフェライ ト粒の体積率が 8０ 以上、

炭化物平均粒径が ０ ０仕 血 以 2 0 未満

である組織を有することを特徴 とする極軟質高炭素熱延鋼板。

2 ・ 質量 で、 ０ 2～０ 7 ００～ ０ 、№ ０ ～・ ００3 以下、

００3 5 以下、 ００8 以下、N ００ 以下を含有 し、残部が Fe および不可避

的不純物からな り、

フェライ ト平均粒径が 35 が 超え、

粒径 2０ 以上のフヱ ライ ト粒の体積率が 8０以上、

炭化物平均粒径が ０ 1０仕 皿 以 2 0 未満

である組織を有することを特徴 とする極軟質高炭素熱延鋼板。

3 さ らに、質量 で、B ０００1０～０ ００5０ ０００5～０ 3０ の一種またほ二

種を含有することを特徴 とする請求項 1 または 2 に記載の極軟質高炭素熱延鋼板。

4 さ らに、質量 で、B ０００1０～０００5０ ００5～０ 3０ を含有することを

特徴 とする請求項 1 または 2 に記載の極軟質高炭素熱延鋼板。

5 さ らに、質量 で、 o ０００5～０ 5 T ０００5～００5 、№ ０ ００5～０ の一

種または二種以上を含有するこ とを特徴 とする請求項 ～4 のいずれかに記載の

極軟質高炭素熱延鋼板。

6 請求項 1、 3、 4、 5 のいずれかに記載の組成を有する鋼を、粗圧延 した後、



6 請 求項 1、 3 、 4 、 5 のいずれかに記載 の組成 を有する鋼 を、 粗

圧 延 した 後 、 最 終 パ ス の圧 下 率 を ０ 以 上 、 かつ仕 上 げ 温 度 を

( 2０) C 以 上 と す る 仕 上 げ圧延 を行 い、 次 いで、仕上 げ圧延 後 2 秒
。以 内に 12０C 秒 超 えの冷 却速 度 で 6００C 以 下 の冷 却停 止 温度 ま で 1 次

。冷 却 じ、次 いで 、2 次 冷却 に よ り 6 ００C 以 下 の温 度 に保 持 した後 、5 8 ０。C

以 下 の温 度 で巻 取 り 、酸 洗 後 、箱 型 焼 鈍 法 に よ り 、 6 8０C 以 c，変 態

点 以 下 の温 度 で球 状 化 焼 鈍 す る こ と を特 徴 と す る 極 軟 質 高 炭 素 熱 延

鋼板 の製 造 方 法 。

7 ・ 請 求項 1、・ 3 、 4 、 5 のいずれかに記載 の組成 を有す る鋼 を、粗

圧 延 した 後 、 最 終 パ ス の 圧 下 率 を ０ 以 上 、 かつ仕 上 げ 温 度 を

( 2０) o
C 以 上 と す る 仕上 げ圧延 を行 い、 次 いで、 仕 上 げ圧延 後 2 秒

。以 内に 12０C 秒 超 え の冷 却速 度 で 5 5 ０C 以 下 の冷 却停 止 温 度 ま で 1 次

冷 却 し、次 いで 、2 次 冷 却 に よ り 。
5 5０C 以 下 の温 度 に保 持 した後 、 3 0

以 下 の温 度 で巻 取 り 、酸 洗 後 、箱 型 焼 鈍 法 に よ り 、 以 c，変 態

点 以 下 の温 度 で球 状 化 焼 鈍 す る こ と を特 徴 と す る 極 軟 質 高 炭 素 熱 延

鋼板 の製 造 方法。

8 ・ 請 求項 2～5 のいずれかに記載 の組成 を有す る鋼 を、 粗圧延 し

た後 、最 終 2 パ ス の圧 下率 をそれぞれ 以 上 、かつ ( 2０) 。C 以 上

( 3 1
5 ０) 。C 以 下 の温 度 域 で仕上 げ圧延 を行 い、 次 いで、 仕 上 げ圧延

後 2 秒 以 内に 12 ０C 。秒 超 え の冷却速 度 6 ００C 以 下 の冷 却停 止混度 ま

で 1 次 冷 却 し、 次 いで、 2 次 冷 却 に よ り 。
6 ００C 以 下 の温度 に保 持 した

後 、 5 。
8０C 以 下 の温 度 で巻 取 り 、 酸 洗 後 、 箱 型 焼 鈍 法 に よ り 、 以

上 c，変 態 点 以 下の温度 で、かつ均熱 時 間 を 時間以 上 の条 件 で球 状

化 焼 鈍 を行 ぅ こ と を特 徴 と す る 極 軟 質 高炭 素熱延 鋼板 の製 造 方法。



9 請 求 2～5 のいずれが に記載 の組成 を有 す る 鋼 を、 粗圧延 し

た後 、最 終 2 パ ス の圧 下率 をそれぞれ 以 上 、 かつ ( 「 2０) 。C 以 上
。

( 「 1００) C 以 下 の温度 域 で仕上 げ圧延 を行 い、 次 いで 、 仕上 げ圧延
。後 2 秒 以 内に 12０C 秒 超 え の冷却速 度 で 5 ０C 以 下 の冷 却停 止 温 度 ま

で 1 次 冷 却 し、 次 いで、 2 次 冷却 に よ り 5 5 。
０C 以 下 の温 度 に保 持 した

後 、 5 3 ０
。C 以 下 の温 度 で巻 取 り 、 酸 洗 後 、 箱 型 焼 鈍 法 に よ り 、 6 8

。
０C 以

上 c，変 態 点 以 下 の温 度 で、かつ均熱 時 間 を 2０時間以 上 の条 件 で球 状

化 焼 鈍 を行 ぅ こ と を特 徴 とする 極 軟 質 高炭 素熱延 鋼板 の製 造 方 法 。
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日本国実用新案登録公報 1 9 9 6 - 2 0 0 6 年
日本国登録実用新案公報 1 9 9 4 - 2 0 0 6 年

国際調査で使用した電子デ タ ス デ タ スの名称、調査に使用した用語

C ・ 関連する 認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ホ 引用文献名 及び 部の箇所が関連する きは、その関連する箇所の表示 請求の範囲の番号

X JP 2001-220642 A (住友金属工業株式会社 ) 2001. 08. 14, 特許請求 1-5
A の範囲、 [ 0 0 4 0 ]、 [表 1 ] - [表 6 ] ( ァ な し) 6-9

X JP 11-080884 A ( 日新製鋼株式会社 ) 1999. 03. 26, 特許請求の範囲、 1-5
A [ O O 2 O ]、 [表 1 ]、 [表 2 ] (7 ァ な し) 6-9

A JP 2003-073742 A ( 日本鋼管株式会社 ) 2003. 03. 12, 全文 ァ 1-9

な し)

r 欄の続きにも文献が列挙 されて る。 テ ト ア に関する別紙を参照。

ホ 引用文献のカテ の日の役に公表 さi た文献
ΓA 特に関連のある文献ではな < 、 般的技術水準を示す ΓT 国際出願 日又は優先 日後に公表 された文献であ て

もの 出願 矛盾するものではな 、発明の原理又は理論
ΓE 国際出願 日前の出願または特許であるが、国際出願 日 の理解のために引用するもの

以後に公表されたもの ΓX 特に関連のある文献であ て、 当該文献のみで発明
ΓL 優先権主張に疑義を提起する文献又は他の文献の発行 の新規性又は進歩性がな 考えられるもの

日若し は他の特別な理由を確立するために引用す ΓY 特に関連のある文献であ て、 当該文献 他の i 以
る文献 理由を付す 上の文献 の、当業者に て自明である組合 に

ΓO 口頭による開示、使用、展示等に言及する文献 よ て進歩性がな 考えられるもの
r p 国際出願 日前で、 優先権の主張の基礎 なる出願 r&j 同 テ ト ア 文献

国際調査を完了した日 国際調査報告の発送 日
1 1 . 1 2 . 2 0 0 6 1 9 . 1 2 . 2 0 0 6

国際調査機関の名称及びあて先 特許庁審査官 権限のある職員 4 K 9 8 3 3

日本国特許庁 ( I S A ノ J P ) 何野 夫
郵便番号 1 0 0 - 8 9 1 5

東京都千代田区霞が関三丁目4 番 号 電話番号 03-3581-1 101 内線 3 4 3 5

様式 PCT ノ I S A ノ210 (第 2 ジ) (2005 年 4 月
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